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報告事項

第 1号報告 第 19期（平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）の
事業報告及び計算書類報告の件

事業報告〈第19期）

平成24年4月1日から平成25年3月31日まで

I 事業の概況

1.事業の経過及び成果

（経済環境）

当期の園内経済は、年度前半は東臼本大震災の復興需要や政策減税などから緩やかながら

も持ち直し傾向を辿りました。

夏場から秋口にかけて外需の落ち込みゃ消費の減速などから若干の後退局面が見られま

したが、 12月政権交代前後から円安、抹高が進み、先行きへの景気回復期待感が大きくなり

ました。

県内経済は、一部では緩やかな持ち直しが続いているものの、生産活動の動きは弱含みで

推移。また大型小売店の販売額や乗用車の販売台数も前年割れなど個人泊費も低調に推移し

ました。雇用環境も依然厳しい状況が続くなど県内経済は楽観視できない状況に有ります。

（事業の経過）

このような経済環境のもと、当社は研修事業と総合企画事業を中心に事業展開をいたしま

した。

( 1)研修事業の主な内容

①職業訓練事業

・国や自治体が雇用対策の一環として実施する離・求職者を対象とした ITに係る職業

訓練事業 (10コース受託）

②自治体関連の人材育成事業

・県や県内自治体の公募による『若年者就駿支援研修Jr1cr養成研修J.rコールセンター
要員育成研修j等

③一鍛研修

・県内 IT企業勤務の社員を対象にした当社独自のカリキュラムによる研修

（勤務圃圃圃社員対象、i砂場．名）

④主な研修事業の売上

主な事業名

単位：千円

駿業訓練

自治体関連の人材育成

一舷研修

内容

IT活用訓練（Word、Excel等の 10コース）

自治体の公募によるf若年者就駿支接、 Ic T養
成、コールセンター要員養成j等の研修

県内 IT企業勤務の社員を対象〈．社．，名）
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⑤研修事業の実施状況

〈実施状況〉

講座種別

ネットワ ク関連講座

OA研修

Web関連講座

業務アプリケ シヨン

委託訓練・その他

ヒュ マンスキル
高度SE育成講座

E十

く施設毎の実施状況〉

施設名

0 Aルム

A Vルム

フレキシブルルム

センタ 2F 

サァフイト教室

出張研修

計

〈開催日別実施状況〉

区分

平日開催

夜間開催

休日開催

計

開催回数

15 

37 

24 

2 

14 

29 

25 

146 

開催回数

30 

B 

3 

3 

61 

41 

146 

開催回数

139 

4 

3 

146 

2 

延日数 廷受講者数

45 

132 ．．． 
112 

38 
『『

1 165 一軍

85 

56 

1 633 

延日数 廷受講者数

73 

462 

248 

249 

374 

227 

1. 633 

延日数 廷受講者数

1 609 ．．． 
16 ．．． 
8 

1 633 



(2）総合企画事業の主な内容

①ネットワーク関連事業

・県内各種団体のサーバハウジング、ホスティング

②要員育成派遣事業・

－ネットワークに係る資格を取得の上、県内外の IT企業への人材派遣
(H25年3月現在県内酢、県外．名派遣）

③ fカスタマーケアセンターJの運用事業・

・派遣先企業より「カスタマーケアセンターJの運用業務を受託

＠主な総合企画事業の売上

主な事業名 内容

ネットワーク関連
ハウジング、ホスティング、

要員育成派遣関連
ネットワークに係る資格を取得の上、

県内外の IT関連企業に勤務

カスタマーケアセンター カスタマーケアセンターの運用業務

(3）その他事業

①実践指導事業

単位：千円

売上

圃目

I I 

本事業は当社の2階の実践指導室の外部企業への貸出事業であります，貸出対象叫．室マ、

現在．．．室を貸出しておりE曹ーE・ーとなっておりますー
②企画開発事業・

県内自治体、諸国体のホームページの自動更新；－施設予約システムサービスおよびシステ

ム開発業務であります。

（事業の成果）

以上の結果、当期売上 576,416千円（前期（611.977 千円）比 5.~%滅）、経常利益 48,095 千円（前
期（49.378千円）比 2.6覧滅）の減収減益となりました．この主な要因は、研修事業の売上、－利
益が前期比それぞれ 25.2%減、 30.8%減と大きく落ち込んだことによるものです．中でも離駿

者を対象とした駿業訓練の受講生の減少がマイナス要因となりました，

一方、当社の中心業務の要員育成派遣及びカスタマーケアセンターの運用業務は順調に推移し、

全体として当社の最大の目標である「単年度黒字Jは達成することができました．

売上、利益の状況 単位：千円

当期 前期 対前期比培減

~垂f:」L」...，，詞~ 576.416 611 977 
.A.35. 561 .A.5. 8覧

経常利益 48 095 49 378 .A.1 283 .A.2. 6覧

当期純利益 31. 114 36 302 .A.5 188 A 14. 3覧
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－事業別の売上状況 単位：千円

%ゴ！
当期 前期

売上 指成比 売上 構成比
対前期比i曽滅

研修事業 143 850 25.0気 192.204 31. 4覧 .A.48 354 .A.25. 2覧

総合企画事業 390 422 67. 7% 415 237 67.9覧 .A.24. 815 .A.6. 0包

実践指導事業 5,460 Q.9包 4,536 0. 7包 924 20.4覧

企画開発事業 36,684 6.4% 一 一 36 684. 一
合計 576,416 100.0覧 611 977 100.0覧 .A.35 561 .A.5. 8覧

（注）企画開発事業は組織改定により当期から開始しました。

一2.資金調達の状況

該当ありません。（現在の資本金 900,000千円）

3.設備役資の状況

設備投資の状況は、下記の通りです。 単位：円

資産の種類 種目 取得金額

什器備品 サーバ設置（子．サピース）、 AED賦入

リース資産 無停電装置

言十

4.営業成績及び財産の状況の推移 単位：千円

第 15期 第 16期 第 17期 第 18期 第 19期
区分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

宅3重E~ 上 428,571 465,972 56~ 186 611 976 576 415 

． 

経常利益 17 517 17 736 45 699 49 377 48.095 
、

－’ 
当期純利益 13 659 16. 795 ・45 375 36 302 31 114 

総資産 503,077 523.026 582,383 630 405 673.613 

純資産 473 156 489 952 535,327 571 630 602 744 

1株当たり
758円84銭 933円7銭 2,520円88銭 2,016円78銭 1. 728円57銭

当期純利益

（注） 1. 1株当たり当期純利益は、期末発行済株式総数に基づき算出しております．

2. 千円未満は切り鎗てて表示しております。
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5.会社が対処すべき課題

当社の繰越欠償金は、 297.255千円と依然として高い水準にあります。

従いまして単年度黒字をしっかり積み重ねて会社の足腰を強化し、財務休貨を強固にすることが量重

要課題と認識しております。

その為に現在当社の中心事業である「カスタマーケアセンターの運用事業Jをさらに鉱充してまい

ります。また、次年度社内組織の改定を行いより効率的な運営に努め業績の向上を目指します。

会社の現況

主要な事業内容 （平成25年3月31日現在）

－パソコン研修・ lT人材養成事業
• I Tコンサルティング・コーディネート事業
．ネットワーク事業・システム開発事業

• I T人材派遣・有料職業紹介事業
・カスタマーケ－アセンタ一運用

宮崎市佐土原町東上那珂字長谷水 16500番地2

II 

2.事業所

〔本社〕住所

32,000株

18,000株

55名

3.株式の状況

①会社が発行する株式の総数

②発行済株式の総数

③株主数

当社への出資状況

持株数 ｜議決権比率

・圃．株｜ ・・・%

．．株｜ ・・・6

．．株｜ ・・%

．．．株｜ ・・膨6

．．．株 1 ・・・6

．．．株l・・・A
．．．株 1.. ~A> 

縫叡お欄織委長命吋対科剣泌税調MlE一一
※上記株主のほか、株主47名で・・株の株式数がございます。
〈注）株主に対する当社の出資はありません。

4.大株主の状況

当社の大株主への出資状況

持株数 ｜議決権比率
名主株

該

当

あ

り

ま

せ

ん

該

当

あ

り

ま

せ

ん

h. 
0 

5. 自己株式の取得、処分等及び保有の状況

該当ありません。



6.新株予約権の状況

該当ありません。

7.従業員の状況

従業員数は、男性81名、女性 16名の合計97名となっております。

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

8.主要な借入先の状況

該当ありません。

9.取締役・監査役の状況

長＋ム44
・

長

役

役

役

役

役

役

役

役

役

役

役

役

役

役

役

会

締

役

取

締

締

締

締

締

締

締

結

締

締

締

査

査

踏

締

表
取

代

取

取

取

取

取

取

取

取

取

取

取

監

監

一

四

主な職業名氏駿役

代表取締役社長側宮崎県ソフトウJ.7をンター

a・・・・・・・・・・

13名取締役

3名監査役
言十

区分 支給人員 支給額 摘 要

取締役 1名 千円

監査役 1名 「ーー千円

当該事業年度に係る取締役・監査役に支払った報酬等の額

1 .非常勤取締役は無報酬であり、上記支給額以外の取締役及び監査役に支払った報酬は

ありませんa

2.記裁金額は、千円未満を切り姶てております。

6 
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1 0. 会計監査人の状況

役 駿 氏 名 主な職業

会計監査人 公認会計士

会計監査人 ． 公認会計士
計 会計監査人 2名

当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

I 区分 ｜ 人員 ｜ 報酬額 嫡 要

E公認会計士法｛昭和23年法律第103号）第2条
会計監査人｜ 2名 ，.・仔円 I 

I：第1項の業務に係る報酬等の額

（注） 1 .公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務に係る報酬等の額はありません。

2.記鼓金額lま、千円未満を切り鎗てております．

m 決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事実
該当ありません。
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貸借対照表

（平成25年3月31日）

（単位：円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資産の部） （負債の部）

aと）~ 動 資 産 435 636 295 とI)~ 動 負 債 63 870 389 

現金預金 360 823 136 未払 金． 41 621 901 

未収入金 73,449, 164 未払法人税等 8,603.200 

前払費用 1 363 995 未払事業税等 3 078 900 

未払消費税 6 151 600 

預 金 4 246 788 

国 定 資 産
前

J戸4ス－ 金 168 000 
237 976 769 

有形図形資産 232 781 718 
建 物 190 983 555 固 定 負 債 6 998 2印
建物．附属設備 29 111 894 長期未払金 6 998 250 
4帯 祭 物 2 701 656 
什器－備品 2 986 363 
リース資産 6 998 250 

負債の部合計 70 868 639 
無形固定資産 2 615 201 
ソフトウェア 2 615 201 〈純資産の部）
投 資 2,579,850 株 主 資 本 602 744 425 
保 証 金 .2 579 :aso 資 本． 金 900α）（） αm 

利益剰余金 A.297, 255, 575 

繰越利益剰余金 A.297 255 575 

純資産の部合計 602 744 425 

資産の－部合計 673 613 064 
負債及び純資産

673,613,064 
の部合計

s 



損益計算書

（平成24年4月1日から平成25年3月3，日まで）

（単位：円）

科 目 金 額

3企E= 上 F乞3] 

研修事業収入 143.849.691 

総合企画事業収入 390,421.607 

実践指導事業収入 5 460 000 

企画開発事業収入 36.684 336 576 415 63• 

3三企E= 上 原 価

研修事業費 83 600 306 

総合企画事業費 264 800 562 

実践指導事業費 . 270 750 

企画開発事業費 14 .. 303 803 362,975,421 

売上総利益 213 440 213 

販売費及びー鍛管理費 166 988 869 166 988 869 

ー邑込 業 やj 益 46 451 34• 
営業外収益

受取利息 30 168 
殺 収 入 4 825 905 4.856 073 

営業外費用
， 雑 損 失 3 2・12 126 3,212. 126 

経 A吊~ 事j 益 48 095 291 

特 見リ 事j 益

貸倒引当金戻入 1 024飢渇

手見 ヨ！ 目リ 当 期 純 事j 益 49 119 291 

法人税、 住民税及び事業税 18 005αm 

当 期 純 事j 益 31 114 291 
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株主資本等変動計算書

平一州 l~＿：； l 
（単位：円）

株主資本

． 
項目

利益剰余金 純資産， 

資本金 株主資本合計 合計

繰越利益剰余金 利益剰余金合計

前期末残高

900.似>O.αm .A.328. 369. 866 .A.328. 369. 866 571. 630. 134 571. 630. 134 

当期変動額

当期純利益

31. 114. 291 31. 114. 291 31. 114.291 31. 114. 291 

当期変動額合計

31. 114. 291 31. 114. 291 31.114.291 31.114.291 

当期末残高 ． 
900. 000.αm .A.297 255. 575 .A297.255,575 602. 744.425 602. 744.425 

10 



1.重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産・・・定率法

②無形固定資産

自社利用ソフトウェア

個別注記表

社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法

③リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を使用しておりますι なお、所有

権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第 13号 fリ

ース取引に関する会計基準Jの適用初年度開始前のリース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

(2）その他計算書類の作成のための基本となる重要事項

①消費税等の会計処理

－税込方式を採用しております。

2.貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計 485 .. 24~.461 円

(2) 担保に供している資産は該当ありません，

(3) 資本の欠損の額 297,255,575円

3.袋益計算書に関する注記

該当有りません。

4 .. ，株あたりの情報に関する注記

1・株あたりの当期純利益 1, 728円57銭
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会計監査人の監査報告書勝本

独立監査人の監査報告書

平成25年 5月16日

妹式会社宮崎県ソフトウェアセンター

取締役会御中

a，公認会計士事務所
d’t雪予JA云4・＋~p0:z:;;-pTL 

．．公認会計士事務所

ノ丸雪刃A 云4-+
~PG':z:;;"PT 斗一

私たちは、会社法第436条第2・項第1号の規定に基づき、妹式会社宮崎県ヅフトウェアセンター

の平成2:4年4月1日から平成25年3月3・1日までの第19期事業年度の計算書類、すなわち、

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監

査を行った。この計算書類及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の

立場か6計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。

私たちは、我が固においてー般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、私たちに計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な

保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及び

その適用方法並びに経営者によづて行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附．

属明細書の表示を検討するニとを含んでいる。私たちは、監査の結果として窓見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。

私たちは、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準処して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を

すべての重要な点、において適正に表示しているものと認める。

会社と私たちとの問には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以上

12 



監査役会の監査報告書勝本
．
 
．
 

．．
． 
，
 監 査 報 4子 三主L」 Eヨ

当監査役会は、平成24年4月 1日から平成25年3月31日までの第四期事業年度における

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づきL審議の上、本監査報告

書を作成し、以下のとおり報告いたします。

I .監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

監査役会は、監査の方針、駿務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報・

告を受け、必要に応じて説明を求めまじた。

各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役会その他重要

な会議に出席し、取締役等からその駿務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説

明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社事務所において業務及び財産の状況を調査い

たしました。

さらによ会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視

及び検証するとともに、会計監査人からその駿務の執行状況について報告を受け、必要に

応じて説明を求めましたふまた、会計監査人から f駿務の遂行が適正に行われることを確

保するための体制J（会社計算規則第131条各号！と掲げる事項）を f監査に関する品質管
理基準J －｛平成 17 年 1~ 月 28 日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
けL必要に応じて説明を求めました。以上の方法iこ基づぎ、当該事業年度に係る計算書類
（貸借対照表、損益計算書、妹主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書－

について検討いたしました。
－．． ． ． 

2.監査の結果

(I）事業報告等の監査結果．：

一事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従いよ会社の状況を正しく示し．

ているものと認めます。

二取締役の駿務の執行iζ関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重太な

事実は認のられませんa・．

(2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人一一一一氏及び会計監査人一一一一氏の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます由

平成25年5月21日

妹式会社宮崎県Yフトウェアセンター監査役会

常勤監査役

監査役（~監査役）

監査役〈社外監査役）
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決議事項

第1号議案取締役12名選任の件

取締役全員は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、下記の

取締役12名の選任をお願いします。

取締役候補者は、次の通りであります。

霊任、新任の

別
氏名

川崎友裕

川口博士

－－－－－－－－－－－－－－－ a・・・・・・・・・・・・・・

主な駿業

任

任

任

任

任

任

任

任

任

任

任

任

重

重

重

重

重

重

重

重

重

新

新

新

側宮崎県ソフトウげをント 代表取締役社長

a・・・・・・・・・・・E
a・・・・・・・・・・・・・・

重任9名 新任3名であります。
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